
 

 

SOP20-105K 

      禁転載  

 

 

農作業事故事例検索システム 
標準作業⼿順書 

 
ー公開版ー 

Version 1.0 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

 



 

 

改訂履歴 

版 数 発⾏⽇ 改訂者 改訂内容 

第 1 版 2021 年 1 ⽉ 13 ⽇ ⼩林 研 初版発⾏  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

2021 年 2 ⽉ 5 ⽇版 



I 
 

⽬次 

 

はじめに           1 

免責事項           2 

 

Ⅰ 農作業事故事例検索システム         3 

１． 農作業事故の原因と対策の考え⽅       3 

(１) 農作業安全の現状        3 

(２) 事故原因を踏まえた具体的な対策       3 

２． システム概要と使⽤⽅法         5 

(１) システム概要         5 

(２) 使⽤⽅法         6 

３． 普及対象         11 

４． 経済効果ならびに社会的意義       11 

 

参考資料          13 

担当窓⼝、連絡先         13 

 

 

 

  



1 
 

 

農作業事故については、死亡災害の就業⼈⼝あたり発⽣件数が他産業に⽐べて突出し

ており、⼤きな問題となっている。重⼤事故は様々な要因が重なって発⽣するため、実効的

な対策には、これらを詳細に調査・分析した事故事例の活⽤が不可⽋である。しかし、農作

業事故では他産業に⽐べて公開されている事故事例が少ない上に、事例報告がある場合

でも事故要因の記載に不⾜がある等、多⾯的な対策の検討には内容が不⼗分であることが

多い。このため、従前の農作業現場での安全対策は、不注意や誤操作への注意喚起等の

⼈的要因に対する啓発に偏りがちであった。 

このような状況に対して、現場での農作業安全推進の担当経験を有する普及指導員や

営農指導員からは、具体的な事故事例と、その原因を踏まえた対策事例に関する情報が

得られる仕組みへの要望が挙げられていた。 

本⼿順書で紹介する農作業事故事例検索システム（以下、本システム）は、このような

現場ニーズに対応すべく、現地関係機関と連携し、機械等の起因物や事故現場の確認、

被災者からの聞き取り等による詳細な事故調査を⾏い、事故要因や対策⽅法等を多⾯的

に分析した個別報告を、ウェブ上で作⽬・事故形態・機械⽤具名称から検索できるように開

発されたものである。                                            

  

はじめに 
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 免責事項 

 本システムの利⽤に際しては、公開ウェブページに掲げる利⽤規約（https://

www.naro.affrc.go.jp/org/brain/anzenweb/chousadb/chousadb

_agreement.pdf）の全ての条項を遵守することに同意したものとみなします。

また、本利⽤規約とあわせて農研機構の「ホームページの利⽤について（著作

権、免責事項等）」（https://www.naro.affrc.go.jp/copyright.htm

l）を遵守することに同意したものとみなします。 

 掲載された情報の正確性や完全性について、農研機構は保証するものではあり

ません。本システムの利⽤者は、⾃⼰の発信する情報に関して全ての責任を負

うものとします。農研機構は、利⽤者が本システムを利⽤して発信するいかなる

情報についても検証せず、かかる情報について⼀切責任を負いません。 

 利⽤者は、本システムを利⽤して発⽣した全ての損失、負債、請求、損害及び

費⽤（正当な弁護⼠費⽤などを含む）について農研機構（その代理⼈を含

む）を免責し、その全ての損害を賠償するものとします。 

 農研機構は、利⽤者に対して別途書⾯により許可した場合を除き、本コンテン

ツを商⽤⽬的に利⽤することを禁⽌します。 

 本システムの著作権は、農研機構に帰属します。利⽤者が本システムを利⽤し

て作成した全ての情報に関して、利⽤者と第三者で著作権に関わる紛争が起

こった場合は、農研機構は⼀切責任を負いません。 

 本⼿順書の各図については公開開始時のものであり、改良により、運⽤中の本

システムとは⼀部異なる可能性があります。 
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中項⽬１のタイトル（Meiryo UI16 ポイント）⽂字⾊改変可 

1.  農作業事故の原因と対策の考え⽅ 
(1) 農作業安全の現状 

⽣産者ひとりひとりが、⽇本の今と未来を⽀える⼤切な担い⼿であり、事故などで失

われるようなことがあってはならない。しかし、残念ながら「農作業事故は他⼈事」と捉え

ている⽅も少なくないのが現状といえる。 

他産業では、毎⽇、朝礼を⾏い、担当者全員でその⽇の作業段取りを確認し、作

業のひとつひとつに潜む危険の洗い出しを⾏う等、安全のための取組が徹底されており、

ヘルメットや安全靴等の保護具の着⽤も必須となっている。⼀⽅、農業では、そのような

場⾯を⽬にすることはほとんどない。これは、労働安全衛⽣法は労働者の健康や安全

の確保を事業者に義務付けるものであり、家族経営では多くの場合、⽣産者は同法の

保護対象とされていないことが背景にある。結果として、安全衛⽣に関する基本的な知

識を⾝につける機会が、他産業の労働者と⽐較して⼗分得られてこなかったと考えられ

る（ただし、農業法⼈や、被雇⽤者がいる場合、外国⼈技能実習⽣を受け⼊れてい

る場合には同法が適⽤される）。つまり農業では、業界全体で「⽣産者の健康は⾃分

達が守る、安全は与えられるものではなく、⾃分達で創る」と捉えることが必要となる。 

 (２) 事故原因を踏まえた具体的な対策 

農作業事故が起きると、多くの場合、当事者の不注意やミスが原因とされがちだが、

実際には、重⼤事故は、不注意やミスという⼀つだけの要因で起こるものではない。また、

⼈は誰でも必ずミスをするものであり、これをゼロにすることはできない。したがって、安易

に当事者に責任を押しつけ、他の要因を⾒過ごしているうちは、重⼤事故を減らすこと

はできないことは明らかである。 

Ⅰ．農作業事故事例検索システム  
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実際に農業においても、事故事例を丁寧に調査、分析することにより、要因は「⼈」

に関するものだけでなく、トラクタや収穫機などの「機械・施設」、農場や作業場、農道な

どの「環境」、保護具の未使⽤などの「作業⽅法」にも確認され、これらが重なって事故

に⾄っていることがわかってきた。中には、事故に遭うまでは当事者も気がつかなかったで

あろう要因も多く含まれている。これらを教訓として学ぶことで、事故に遭う前に危険の

存在に気づき、単なる「気をつけよう」という声掛けから⼀歩進んだ、本当に効果的な対

策を打つことが可能となる。実際に、本システムに収められている個別報告の聞き取り

調査にご協⼒いただいた当事者の⽅々の多くが、「事故に遭うまでは他⼈事と思ってい

たが、実際に事故に遭ってみると、事前に打っておくべき⼿はあった」と感じられている。ま

た、「他の⼈には、⾃分と同じような⽬に遭って欲しくない」とも願われている。 

雇⽤や法⼈化、担い⼿確保、GAP（Good Agricultural Practice︓農業⽣産

⼯程管理）対応など農業を取り巻く状況が変化するなか、安全作業の確保は、末永

く安定した農業経営を実現するためにも必須となっている。経営インフラの整備という観

点からも、これまでの事故事例から個々の⽣産現場で解決すべき問題点を⾒出し、問

題が起きる前に具体的な改善を図ることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

参考情報 
2021 年 1 ⽉時点で最新の数値である 2018 年の農作業死亡事故件数は

274 件とされている。同年の農業就業⼈⼝ 10 万⼈あたりでみると 15.6 件であ

り、この数字は同年の建設業と⽐較して 2.5 倍以上、全産業⽐では実に 11 倍

以上となることから、農業は国内を代表する危険業種と指摘されている。なお、JA

共済連による共済⾦⽀払データの分析結果からは、共済⾦⽀払を伴うレベルの

負傷事故は、死亡事故の 200 倍以上発⽣していると推測されている。 
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2.  システム概要と使⽤⽅法 
(1) システム概要 

本システムは、農作業事故防⽌に向けた現場レベルでの具体的な改善のための情

報発信⼿段であり、インターネットに接続された端末からウェブブラウザでアクセスし、作

⽬別の事故事例⼀覧から、事故形態や機械⽤具名称で対象を絞り込み、該当する

個別報告を PDF ファイルで閲覧できるものである（図 1）。 

各個別報告は、北海道農作業安全運動推進本部と連携し、農協等現地機関の

協⼒により 2011 年度から詳細調査を⾏った事故事例についてまとめたものである（本

公開開始時 182 件）。分析は農作業安全の知⾒を有する研究者複数名が関連資

料を踏まえて⾏い、現地関係機関が事前に確認を⾏うことで、内容の適切性の確保に

つなげている。個⼈情報は含まれない。 

本システムは、農研機構 農業技術⾰新⼯学研究センターが運営するウェブサイト

「農作業安全情報センター」（https://www.naro.affrc.go.jp/org/brain/anz

enweb/index.html）の 1 コンテンツとして、2020 年 5 ⽉より公開している。インタ

ーネットでの公開により、常に最新の事故情報の提供を広く⾏うことが可能である。検索

機能は HTML ベースで構成されており、主要なウェブブラウザでの動作を確認している。 
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 (２) 使⽤⽅法 

ウェブサイト「農作業安全情報センター」ホームから「農作業事故について知りたい」→

「事故事例検索」と選択すると（図 2）、本システムのメインページ（図 3）が表⽰さ

れる。 

利⽤にあたっては「事故事例検索コンテンツご利⽤規約」を確認、承諾が必要となる。 

メインページで作⽬を選択すると、それぞれの作⽬に関連する事故事例の個別報告

の概要が⼀覧表⽰される（図 4）。⼀覧の上にあるプルダウンメニューから、機械の転

落・転倒や巻き込まれなどの「事故形態」、トラクタや耕うん機などの「機械⽤具名称」で、

事故事例の絞り込みもできる。⼀覧上の各事例の「個別報告 No.」を選択すると、個

別報告の PDF ファイルが表⽰される。 

図１ 農作業事故事例検索システムの公開場所（⻩⾊部分）及び概要 
（2021 年 1 ⽉時点） 
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a) ウェブサイト「農作業安全情報センター」ホーム画⾯

b) 「農作業事故について知りたい」画⾯

図 2 事故事例検索システムへのアクセス 

いずれかをクリック 

ここをクリック(図 3 の画⾯へ) 
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図 3 農作業事故事例検索システムのメインページ 

いずれかをクリック
すると個別報告の
概要⼀覧が表⽰ 



9 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別報告は、事故の概況、救命・治療の経緯、事故原因、事故防⽌対策、事故

機や現場の状況説明図で構成される（図 5）。事故原因については、⼈、機械・⽤

具、作業環境、安全管理（作業⽅法等）の各要因に該当するものを分析、記載し

ており、それぞれの観点から、農作業現場に潜在する問題点の把握が可能である。 

事故防⽌対策については、当事者による実際の事故後の対策を改善事例として紹

介するとともに、各要因において他に推奨される対策も併記している。 

これらを参考にすることで、⾃らの農作業現場における類似事故の防⽌に向けた、従

来の⼈的対策（注意喚起等）に依存しない、実効的かつ多⾯的な対策の検討が可

能となる。 

 

図 4 個別報告の概要⼀覧の表⽰画⾯（例） 

いずれかをクリックすると個別報告へ 

プルダウンメニューで絞込可 
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 図 5 個別報告の例 

事故原因 
（被害者、機械・⽤具等、
作業環境等、被害者以外の

⼈、管理体制） 

救命・治療 

事故の概況 

事故機や現場の状況図 

事故防⽌に向けた対策 
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3.  普及対象 
⽣産者においては、⾃らの作⽬や使⽤機械に該当する事故事例の個別報告を参考

にすることで、⾃らの⽣産現場に潜在する類似の要因に気づき、事例も参照しながら事

故防⽌対策につなげることができる。 

普及指導機関、農協、⾃治体、労働安全関係者においては、地域での主要作⽬や

使⽤機械をもとに個別報告を参照し、得られた情報をもとに、⽣産者に対して、安全で

継続的な農業経営の実践につながる具体的な改善指導（GAP 認証に向けた指導を

含む）を⾏うことができる。すでに 2019 年度より試⾏版の運⽤を⾏っており、北海道で

は安全啓発パンフレット（⽣産者全⼾配布）で周知されているほか、全国各地の農作

業安全研修会等でも個別報告の活⽤実績があり、地域に即した具体的な事例に基づ

く啓発情報は、指導側、⽣産者側の双⽅から好評を得ている。また、同じくウェブサイト

「農作業安全情報センター」で公開している「対話型農作業安全研修ツール」を⽤いた

研修においても、研修対象者のヒヤリハット体験や地域での事故実態に対応した事故事

例の紹介等に活⽤できる。 

機械⽤具製造販売業者においては、特に事故要因のうち機械に関する項⽬を確認

することで、より安全な農業機械の設計、供給、アフターサービスにつなげることができる。 

 

4.  経済効果ならびに社会的意義 
農作業事故が発⽣した場合の経済的損失については個別の条件に左右されるため

定量的な評価は難しいが、⼀旦事故が発⽣してしまえば、 

・治療費 ・⽣活補償費  ・機械修繕または買替費⽤ 

・作業できない間の委託や代替労働⼒の費⽤ ・作業の遅れによる損失 
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など、様々なコストが⽣じることとなり、これらに対処できない場合や、当事者の健康が回

復しない場合（死亡を含む）は、経営をあきらめ、離農せざるを得ない状況も起きてい

るなど、多⼤な損失を⽣む可能性がある。 

加えて、事故の当事者が地域の農業⽣産の中核を担っていた場合は、その影響は個

別経営に留まらず、地域全体に及ぶ可能性も指摘されている。 

また、産業としての農業全体でみた場合、表に⽰した各数字から、⽣産者が死亡事

故で命を落とす可能性は他産業の従事者に⽐べてもかなり⾼く、また重⼤事故を含む

年間農作業事故件数の推定値は、年間新規就農者数をも上回るものとなっており、⽇

本農業を⽀える貴重な⽣産者が、常に⼤きな被災リスクに晒されていることがわかる。 

このように、農作業事故を未然に防ぐために現場レベルで具体的な改善を促すための

本検索システムの社会的意義は⼤きく、農業経営そのものの下⽀えとして、⽇本農業の

持続的発展には必要不可⽋なものと位置付けるべきものといえる。 

 
項⽬ 数値 ⽐較 

農作業死亡事故件数 274 件 厚⽣労働省の労働災害統計に
おける全死亡者数は 909 ⼈、う
ち建設業は 309 ⼈ 

農作業死亡事故の農
業就業⼈⼝ 10 万⼈
当たり件数 

15.6 件/10 万⼈ 厚⽣労働省の労働災害統計お
よび総務省の労働⼒調査から算
出した就業⼈⼝ 10 万⼈当たり
死亡者数は全産業で 1.4 ⼈
/10 万⼈、建設業に限ると 6.1
⼈/10 万⼈ 

負傷を含めた農作業事
故の推定件数 

62,500 件/年以上 
（JA 共済連による共済⽀払デー
タの分析結果（H25〜28）では
死亡事故 65 件に対して事故全
体は 14,800 件＝228 倍） 

年間新規就農者数 55,810 ⼈ 

表 農作業事故の問題の⼤きさ 

※数値は特記部分を除き 2018 年のもの 
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参考資料 
１． 成果情報︓農作業事故事例の詳細・要因・対策をウェブ上で閲覧できる検索シ

ステム（農研機構 普及成果情報 2019 年） 
https://www.naro.affrc.go.jp/project/results/4th_laboratory/iam
/2019/19_022.html 

２． 令和元年度⾰新⼯学センター研究報告会資料「農作業事故の詳細調査・分析
に基づく啓発⽀援に関する研究」（農研機構 農業技術⾰新⼯学研究センター 
2020 年 3 ⽉）
https://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/files/2
0200305_R1.pdf 

３． ウェブサイト「農作業安全情報センター」（農研機構 農業技術⾰新⼯学研究セ
ンター） 
https://www.naro.affrc.go.jp/org/brain/anzenweb/index.html 

４． ウェブコンテンツ「事故事例検索」利⽤マニュアル（農研機構 農業技術⾰新⼯学
研究センター） 
https://www.naro.affrc.go.jp/org/brain/anzenweb/chousadb/cho
usadb_manual.pdf 

 

担当窓⼝、連絡先 
外部からの受付窓⼝︓ 

農研機構 農業技術⾰新⼯学研究センター 研究推進部 048-654-7030、iam-
koho@ml.affrc.go.jp 

 

 

 

 

 



 
 

 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「農研機構」は、国⽴研究開発法⼈ 農業・⾷品産業技術総合研究機構のコミュニケーションネーム（通称）です。 


